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2.1  ワシントン大学 

ワシントン大学は、米国ワシントン州シアトルに本部を置く 1861年に設立された州立大学である。2013年の

在籍数は 43,013 名。医学分野は特に高く評価されており、2008年の調査ではプライマリ・ケアと看護分野が

全米第 1位の評価を得た。看護分野は 1984年の調査開始以来、25年連続で 1位となっている。 

 

2.2  DO-ITプログラム https://www.washington.edu/DO-IT/ 

UWのDO-ITプログラムは、1992年にDr.Burgstahlerによって創設された。DO-ITとは、Disabilities[障害]、

Opportunities[機会]、Internetworking[インターネット活動]、 Technology[技術]の略であり、その目的は障害者の

高等教育への参加、進学支援及び就職支援である。とくに、工学部、教育学部の協力を得て、障害学生が自ら

最新のテクノロジーを利用して、進学や就職を有利に行えるように支援している。DO-ITプロジェクトは主に

米国教育省、全米科学財団から資金援助を受けており、その功績により「全米情報社会基盤賞教育部門賞」等

を受賞している。上記のサイトには、ファカルティや支援者向けの FD、当事者のための支援など数百種類の映

像コンテンツや資料が掲載されており、そのすべてに字幕が付与されているなどアクセシビリティにも配慮し

ている。 

 インターネットやDVDによる情報提供の他、年間を通して、就職支援、大学生活支援、ICT技能訓練などの

セミナーが開催されている。 

 

特記事項と感想 

今回は、大学入学前の高校生を対象にしたプログラムDO-IT スカラーズの 2週間宿泊セミナーを参与観察す

ることが出来た。DO-ITスカラーズとは、毎年、ワシントン州在住の障害のある高校生で進学を希望する者の

中から 12名程度が選抜され、年間を通したオンライン授業や、宿泊型セミナーに参加させる。PCや最新のソ

フトウェアなどは無償貸与される。経験者はDO-ITアンバサダーズ として、大学進学後に後輩のスカラーズ

達の助言者となる。就職に特化したDO-ITキャリアズというグループもある。その他、インターネット・コミ

ュニティのDO-ITパズル、インターネット・トレーニング・キャンプDO-ITキャンパーズが整備され、講師や

専門家である教員：DO-ITメンターズが包括的に指導し、障害のある子ども達が学習技術を身に付けて大学で

学び、就職するための環境が整えられている。DO-ITメンターズは、大学教員や現役の技術者、科学者などで

構成されているが、障害当事者の場合も多く、子ども達のロールモデルとしても役立っている。 

 今回の調査では、夏季合宿中のスカラーズと共に PPTの作り方、地震学の講義等に参加した。ストレッチャ

ーに横たわりながら、パソコンを駆使し、地震測定器等を実際に操る高校生たちの生き生きとした姿が印象的

であった。ADHD、自閉症などの発達障害の学生の参加もあった。DO-ITスカラーズおよび介助者の合宿費用

は無料で、聴覚障害者のためには手話通訳などの支援がついている。 
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国際シンポジウム（OJIS）2015 

「障害のある学生への支援：高等教育と ICT活用」 

 

まとめ 

 

放送大学 広瀬洋子 

 

  2015年 2月 13日（金） 幕張メッセ国際会議場にて、国際シンポジウムを開催した。 

今回のテーマは「障害のある学生への支援：高等教育と ICT活用」である。日本では 2013

年に障害者差別解消法が制定され、この動きを受けて、大学では、2016 年から障害者への

差別が禁止され、学生に対する合理的配慮が国公立大学は義務化、私立大学は努力義務とな

った。日本の大学の支援状況は、米国と比して 30 年遅れていると指摘されており、現在、

多くの大学がその対策に苦慮しているのが現状である。 

 テレビやラジオ、インターネットを利用した授業の提供システムを持っている放送大学

には一般大学の２倍の障害のある学生が在籍し、印刷教材のテキストデータ配布、テレビの

字幕付与など、障害者にとって学びやすい学習環境を用意してきた。しかし、この法制化に

伴って、さらに ICT を活用したアクセシブルな教材や支援システムの構築が求められてい

る。 

また、全国の高等教育機関との繋がりで考えれば、放送大学は高等教育機関の約 30％、

381校と単位互換協定を締結しており、全国の大学にとっても放送大学の学習環境のアクセ

シビリティ向上への期待は高まっている。 

本シンポジウムでは、高等教育の ICT を活用した障害者支援の分野で最も活躍する専門

家たちが海外の事例や日本の課題、新しい取り組みなどについて、講演とパネルディスカッ

ションを行った。 

 

講演者は、ハワイ大学マノア校障害学研究センターの創立者兼所長で同校の障害学の教

授ロバート・ストッデン博士、ワシントン大学、DO-ITセンターおよびアクセス技術センタ

ー（ATC）の所長、シェリル・バーグスターラー博士、英国公開大学の教育工学研究所主幹

研究員、マーティン・クーパー氏、東京大学先端科学技術研究センターの近藤武夫博士、こ

れら世界で最もアクティブな実践と研究に関わる錚々たるラインアップに、放送大学教授

の広瀬洋子と柳沼良知が加わった。 

また、ブースでのポスター発表には、筑波技術大学から二つの研究プロジェクトの参加を

得た。 

障害者高等教育研究支援センター 障害者支援研究部（聴覚障害関係）三好茂樹准教授、

保健科学部 情報システム学科 小林真准教授および産業技術学部 総合デザイン学科 

鈴木拓弥准教授の 3名である。 
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①聴覚障害学生向けソフトウェア操作教示ツール： 

SZKIT 操作実演と教材提示のズレの問題を解決するツール。 

②聴覚障害学生向け実技演習リアルタイム支援システム： 

SZTAP 聴覚障害者が実技演習のときに、口頭で説明する内容を字幕などの情

報におきかえ、実技演習を教示する教員の手元で情報保障を提示する

システム。 

 

開会挨拶では、放送大学学園理事長白井克彦氏が、日本における障害者支援と ICT 活用

の重要性を述べた。閉会挨拶では、岡部学長自身が東京大学先端科学技術研究センター在職

時において、盲聾の研究者を採用した経験を踏まえ、講演者、参加者に謝辞を述べた。 

以下にそれぞれの招待講演の概要を報告するとともに、パネルディスカッションにおい

て議論された内容についても簡単にまとめる。 

 

１．放送大学の新しい挑戦：障害者支援の現状と課題 

 

放送大学 

広瀬洋子、柳沼良知 

 

 障害学生支援を充実させるためには、その基盤となる障害者差別禁止の法律が不可欠で

ある。 日本では、2016年 4月から障害者差別解消法が施行されることになり、公的機関や

私企業、とくに教育機関に対して大きな変化が迫られている。米国においては、大学の障害

者支援は 20～30年前から始まっている。 

米国では 1990年に成立した障害を持つアメリカ人法（ADA）は世界で最も画期的な障害

者差別解消法と言われている。大学が障害を理由に学生や雇用者を差別していると訴えら

れ、大学が敗訴すれば、大学に対する連邦政府からの助成金がカットされる。大学運営の根

幹にかかわる事であり、大学側は内側からも ADAがしっかりと尊守されているかを見張っ

ている。日本はまだそういうシステムがないので、障害学生支援の実現には多くの課題が山

積している。  

  まず、放送大学での障害者支援、とりわけ情報技術との関連で紹介する。放送大学では

設立当初からのＴＶ授業、ラジオ授業という従来型の放送メディアによる提供に加えて、近

年、インターネットで TV 授業やラジオ授業をオンデマンド方式で視聴できるようになっ

た。インターネット配信授業のサイトには ID を持つ在学生のみが入ることが可能である。

また、印刷教材は、視覚等に困難がある学生の要望があれば、学習センターを通して、デジ

タルデータで配布するシステムを構築している。  

 こうした遠隔教育の手法は障害のある学生にとって有益であり、障害学生のニーズに合

わせて教材や教授法を改良し工夫することは、新しい ICT の可能性を広げるチャンスでも
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あり、結果的に多くの学生が恩恵を受けることにも繋がるだろう。 

  放送大学の 2013年度後期のデータでは、90154名の在学生のうち、自己申告した障害学

生が 698名（全体の 0.77%）である。数は少なく見えるが、申告しない学生も多く、視力や

聴力、移動等に問題のある高齢の学生を含めれば、支援を求める学生数は数倍に及ぶだろう。  

  放送大学はメディアの活用において、日本の高等教育機関の中で最も恵まれている大学

といえるが、障害者支援に関しては、まだ沢山の解決すべき課題を抱えている。放送大学の

講義は TVとラジオで放送されているので、一般の視聴者も享受することができる。  

  映像に付与される字幕は、聴覚障害と発達障害の学生のみならず、高齢の学生にも有益

で、多方面からの要望も高い。  

 

ここで放送大学における ICTサポートについて紹介する。 

① インターネット配信 

放送大学では、TV、ラジオ、印刷教材で授業を行っている。 

TV講義の字幕付与率は、2015年度には約 50%になり、数年以内に大方の講義に字幕が

付与される予定である。 

インターネット配信では、TV 科目の 85%、ラジオ科目のほぼ 100%がインターネット

で配信されている。 

② 障害者を考慮したWebサイト 

放送大学の Web ページは、障害者への考慮をしたものになっているが、完全にアクセ

シブルとは言えない。文字の大きさを変えることが可能で、音声読み上げ機能も利用で

きる。視覚障害者向けの専用ページでは、表など読み上げソフトが読みにくい部分を、

読みやすい形にして掲載しており、授業時間割や、試験時間割、点字化された科目の一

覧等、視覚障害者にとって重要度の高い情報をアップしている。 

③ 学生課 障がい学生支援係 

視覚などに障害のある学生には、履修科目の印刷教材のテキストデータを CD－Rに焼

き付けたものを自宅に送付する。また、ボランティアによって点訳された印刷教材の教

科名リストは、視覚障害者向けの特設サイトに掲載している。 

④大学教員のための ICT活用ヒント集 

障害者への対応も含めた、授業改善のためのビデオクリップ集やＱ＆Ａが用意されてい

る。 

⑤障害者支援プロジェクト 

ラジオへの字幕/画像の付与を、京都大学、河原研究室と共同で音声認識技術を使った研

究開発を行っている。 

 

放送大学（OUJ）の障害者支援が充実し進化することは、放送大学の学生のみならず、放

送大学と単位互換をしている全国の 381校の大学に学ぶ多くの学生にとっても有益である。
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OUJ の存在意義の一つは、最新の知見をもとに最新の教育工学を十全に活用して全国の大

学と共同して日本の高等教育の発展に尽くすことである。そういう観点からも多くの大学

が OUJ と単位互換協定を結び、講義を受けることで、各大学は、その大学ならでは専門的

な授業に対して障害者支援のリソースを重点的に注ぐことができるだろう。  

  今後は、関連教育機関、ボランティア組織、公的サービス機関が連携して、包括的な高等

教育における障害者支援を充実させることが求められるだろう。 

 

２．アメリカ合衆国における高等教育の障害者支援 ～30年の変遷～ 

 

ロバート・ストッデン博士 

ハワイ大学マノア校 障害学研究センター所長兼教授  

 

ストッデン博士 は、ハワイ大学マノア校障害学研究センターの創立者兼所長で同校の障

害学の教授である。また大学障害者センター協会（AUCD）の会長および障害学研究分野に

おける他のいくつかの専門的団体の会長を務めた。 

 

アメリカ合衆国における障害者教育政策が、高等教育の場においてどのように支援や配

慮を提供する仕組みが作られ、導入されてきたか、その変遷について考察したい。 

米国の障害者支援は、「人権」「権利」という概念を中心に発展してきた。それは黒人の公

民権運動に端を発し、マイノリティが公平な社会参加を求める運動によって、裁判や政治的

過程を通して戦い、勝ち得てきたものである。格差を訴訟によって解消するというのは、き

わめてアメリカ的なやり方である。 

しかし、こうした権利中心の戦い方には、負の側面もある。まず、支援や配慮を受けるた

めに、障害者の適格性が問題となり、障害種別や障害の程度などによって、人を分類し、レ

ッテルを貼る。それは、同時に社会的烙印を押すことにも繋がる。また、法整備は各障害者

団体の権利擁護の運動によって作られるので、特定の集団に関連するものになりやすい。 

よって、配慮や支援を提供する側にとっては、「法令尊守」しているか、していないか、

訴訟されないか、という事が最重要事項となる。つまり、「法令尊守」した上で、必要最小

限のサービスを提供するということになる。その支援は、障害者一人一人にとって、本当の

ニーズを考えたものにはならない場合が多い。 

合衆国において、この問題を考える上で重要な三つの法律について述べたい。 

一つ目は、1975 年に成立した個別障害者教育法で、3 歳～21 歳の初等・中等教育機関に

いる学生を対象とする。ここでは、「無料かつ適切な公教育」と「制約が最小限である環境」

という二つの要素が重視され、生徒一人一人にあった個別の計画が立てられる。ここでは、

特別な指導を特別な教室で行うことがあり、教育を提供する側には効率的な方法ではある。

しかし、こういう教室では、教員の生徒に対する期待値は低く授業内容も充実してはいない。
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高等教育を目指す生徒にとっては不十分なものである。 

二つ目は、16 歳以上の障害者に適用されるリハビリテーション法 504 条であり、主に雇

用に向けた準備や雇用を支援している。連邦の助成金を受けている機関はこの法律を尊守

する義務があり、違反すれば連邦からの助成金はカットされる。高等教育機関はこの範疇に

入るので、サービスや支援が行われる。 

この法律では、障害者に自分の障害を自己申告することが求められるので、自己のニーズ

を把握し、セルフ・アドボカシー(self-advocacy)のスキルを磨くことが、サバイバルの上で重

要なものとなる。個別障害者教育法によっては包括的にサービスが提供されたが、504条の

もとでは、より必要最低限のサービスに移行するので、こうした自分で必要な支援を主張で

きる能力が必要になる。 

三つ目は、障害を持つアメリカ人法（ADA）で、これは主に成人の障害者に適用される。

平等のアクセスが官民で提供されることが求められ、雇用、住宅、雇用、高等教育にも適用

される。自己申告が必要とされ、自らの障害の状況を文書で提供しなければならない。 

つまり障害学生は、様々な年齢で、様々な障害があり、それぞれが異なる法律でカバーさ

れている状況である。つまり初等・中等教育での政策と、高等教育での政策は異なっており、

そこでの支援も異なっている。 

大学は障害者支援オフィスを持っているが、その質や量は様々である。高等教育機関では、

配慮、支援、サービスの提供がある。配慮とは、施設の調整や技術や教材、追加の時間など

調整しアクセスできるようにすることである。支援とは、カウンセリングや、授業料などの

援助、コーチング、通訳、朗読、なども含まれる。サービスは、特殊教育や支援技術サービ

スなどが含まれ、特定の障害に合わせた職業訓練や身体的訓練に関わるニーズに合わせた

サービスがある。 

様々な学習の問題を抱える学生に重要なのは、教員、スタッフ、学生の「姿勢」である。

多くの教員は、障害学生が支援を受けながら専門分野で学位を取る事に理解があるとは言

えない。彼らに対してマイナスの影響がないか、を自問する必要がある。 

この 40年、大学における障害学生は、その数も特質も変化している。今日では、身体的

あるいは視覚、聴覚障害は減少しており、むしろ、学習障害や精神障害のある学生が増加し

ている。自己申告する者もいれば、しない者もいる。 

今後は、アクセスという狭義の考え方から、より幅広い支援が求められている。キャンパ

ス全体の文化の中で、包括的な障害者支援が求められている。つまり、障害のあるなしを超

えて、多くの学生も享受できる、学習のためのユニバーサルデザインが求められている。 
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３．アクセシブルな e-Learningへの準備 ～DO－ITの経験から～ 

 

シェリル・バーグスターラー博士 

DO-ITセンター・ATC 所長（創立者）・教授 

 

バーグスターラー博士は、「障害、機会、インターネットワーキング、技術 

(DO-IT)センター」と「アクセス技術センター(ATC)」を創立し、所長を務めている。障害の

ある学生が e-Learningプログラムにおいて直面するアクセスの課題について考察したい。と

くに焦点をあてたいのは、障害のある学生にアクセス可能な授業やコース教材を提供する

ために教員が知っておくべきこと、さらに教員に対する技能開発支援やその継続の必要性

についてである。また、教員、オンラインラーニング設計者、大学管理者のそれぞれの役割

について考察し、情報を共有したいと思う。 

 

バーグスターラー博士は、ワシントン大学において、コンピュータを教育や研究に活用す

る教員をサポートするために、1984年にアクセス技術センター（ATC）を設立した。この年

はMacが生まれた年でもある。 

 その後、1992 年に DO－IT センターを設立したのは、アシスティブ・テクノロジーの分

野に加えて、障害者が使いやすいコンピュータなどテクノロジーの設計に関わるためであ

る。 

 こうした活動の大きな目的は、誰にでもアクセシブルなコースやプログラムの開発であ

る。音声読み上げ、字幕付与を始め、多様な機器によって様々な障害のある学生を支援して

いる。障害者が自分の障害やニーズを自己申告することは重要であるが、同時に、誰もが使

えるユニバーサルデザイン型の学習環境をつくることが求められる。 

 MOOCsのような大規模オンライン講座、LMSや学習マネジメントなど、様々なシステム

があるが、アクセシビリティの点では様々な課題がある。 

大学が、差別に関して複数の訴訟を抱えているケースも少なくないが、近年ではオンライン

学習のアクセシビリティに関するものが出てきた。 

オンライン学習を構築するときには、大学の意思決定に関わる人が法令尊守を理解し、設

計の最初の段階から障害者への配慮を考えることが必要である。 

ファイルの形式はアクセシブルか、マウスを使わずキーボードだけで使えるようになって

いるか、地図や写真などには文書の説明が付与されているか、オーディオには字幕があるか、

などはその一例である。 

 バーグスターラー博士は、ラトガーズ大学で「オンライン教育におけるアクセシビリティ

と法令尊守」という非同期のオンラインコースを制作し、教えている。対象者はコース設計

者やプログラム運営者、オンラインの講師である。 

法的知識、ユニバーサルデザインの必要性、配慮が必要な学生への対応、アシスティブ・
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テクノロジーや各種ガイドラインなどについての知識を学習させている。ビデオやリンク

を使うとともに、様々なディスカッションも行っている。 

ワシントン大学には Access DL という米国および各国のアクセシブルオンラインに関す

るリソースがあるので、多いに活用していただきたい。 

 最後に質問に答える形で、学習障害や発達障害に関する支援方法として、①読み上げソフ

トの活用、②目標の明確化、③時間的配慮の必要性などについて話した。また、学習を進め

て行く上で、段階的にすべきことを明確にし、アウトラインなどを作ると良い。専門用語な

どを多用せずに、わかりやすい言葉で、学生が何をすべきなのかをステップバイステップで

導いていくことが重要である。 
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４．全学で取り組むアクセシビリティ～英国公開大学（OU）の経験から～ 

 

マーティン・クーパー氏 

英国公開大学 教育工学研究所主幹研究員 

 

クーパー氏は、人工頭脳学と制御工学を学び、1991 年に障害者のための技術コンサルタ

ント会社を設立し、1998 年から英国公開大学で、学習アプリケーションの開発とマルチメ

ディア技術グループ（Multimedia and Enabling Technologies Group）の特任講師を経て、現在

は公開大学の教育工学研究所主幹研究員（教育メディアのアクセシビリティ）を務めている。 

 

 障害のある学生が高等教育を享受するために、いかに大学の学習環境をアクセシブルな

ものにするかが重要な鍵となるかについて、英国公開大学（OU）の経験をもとに議論した。

ここで述べたいのは、大学が一丸となり、組織的な幅広い対応の必要性と、オンライン学習

の教材のアクセシビリティと障害のある学生への支援についてである。 

 英国には障害者差別禁止法があり、教育機関は障害を理由とした差別をしてはならない。

同時に合理的な調整によって、障害者が教育を享受できるようにしなければならない。 

OU には在学生 24万人のうち、約 2 万人（12％）の障害のある学生が学んでいる。大学

は彼らに教育の平等なアクセスを提供する極めて厳しい法的・倫理的責任を負っている。

OUでは、1970年の設立当初から障害者への支援は重要事項の一つであり、教科書の朗読テ

ープの配布や映像素材への字幕付与、支援機器の貸与、野外活動への参加を可能にするなど、

様々な支援を行ってきた。しかし、縦割り的な支援システムであり、大学の違う部署との連

携が必ずしも良好だったわけではない。 

英国では、2000年以降、遠隔学習のオンライン学習への移行が加速された。とくに 2010

年から、OU 内部で「より良いアクセシビリティの確保」：(SeGA)というプログラムが開始

された。このプログラムでは、ウェブ開発者にとってアクセシビリティの課題に応えやすい

ように設計されている。増加するオンライン教育が障害のある学生のニーズを満たすもの

にするために大幅な改善が行われ、 

ガイドラインはWCAG2.0を修正したものである。 

http://www.open.ac.uk/about/web-standards/standards/accessibility-tandards/accessibilit 

＜SeGAプログラムの目的＞ 

①責任と義務の明確化 

②障害学生のカリキュラムへのアクセシビリティの改善 

③職員の役割と責任に対する理解の向上 

④合理的調整に関する文書化の品質向上 

⑤調整に関する全体費用の削減 

⑥アクセシビリティのベストプラクティスを可能にする組織的な周知向上 
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⑦学生に提供されたアクセシビリティレベルの可視性の改善 

科目は、その領域の専門家 4～5人、時には 25～30人によってコースチームが作られ、企

画され、メディアや教育学や編集者の協力を得て、教材や授業が制作される。アクセシビリ

ティに関しても、このコースチームが科目の全体の責任を持ちながら、技術などに詳しい専

門家が彼らを支えている。学内では、電子印刷教材や印刷教材をアクセシブルなものに変換

し、オンラインメディアはWCAG2.0に準拠させ、教材のアクセシビリティについても確認

している。 

ここで重要なのは、こうした情報を科目登録を担当する教務課や、学生から電話やメール

で相談を受けるコールセンターなどが共有し、ニーズのある学生に対して、各教科のアクセ

シビリティの状況を伝えることが出来るように連携していることである。ニーズセンター

や、アクセスセンターという部署では、科目のアクセシビリティを評価し、支援が必要な学

生には、どのような支援技術やサポートが必要かを調べ教えることもしている。 

OUで特筆すべきことは、こうしたそれぞれの科目の学習を全国に総勢 7,000名いるチュ

ーターが支えていることである。コースには、地域学習センターのチューターが配置され、

１人のチューターは 15～20名程度の学生と直接、またインターネットなどを介してコンタ

クトを取りながら、学生の学習状況やニーズを把握し指導する。障害のある学生の困難は、

まずチューターに伝わり、チューターが支援の専門家や部署につなげ必要な支援をするよ

うになっている。こうした情報はコースチームにも伝達され、追加の対応や、出来ない場合

は代替案を考え、学生の学習を担保するのである。 

最も強調したいのは、大学教育のアクセシビリティを向上させるには、単にウェブ開発者

や障害学生支援部署に丸投げしていては実現できないということである。障害のある学生

のニーズに応えるためには、教育機関内の様々な部署や人々の相互の協力が必要不可欠で

ある。 
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５．日本の高等教育の障害学生支援の現状とこれからの課題  

～ICT利用の観点から～ 

 

近藤武夫 博士 

東京大学 先端科学技術研究センター 准教授 

 

2014年 1月、日本は国連障害者権利条約へ批准したことを背景として、2016年 4月から

は障害者差別解消法により、障害者への差別禁止と合理的配慮の提供が行われる。こうした

制度的変化により、日本の高等教育における障害者支援は、限られた教育機関でのみ行われ

る「Good Practice（優れた取組例）」から、「差別的取り扱いの禁止」と「合理的配慮の不提

供の禁止」が法的に求められることにより、全ての教育機関が実施すべき法令遵守の取り組

みのひとつとなる。合理的配慮とは、障害のある学生から求められた個別ニーズへの対応で

あり、かつ、その教育機関にとって過度な負担と言えないものをいう。「合理的配慮」には

明確なメニューがあるわけではなく、学生本人と教職員などの関係者で適切な変更・調整を

行う合意形成をしていくことが、具体的な合理的配慮の実現プロセスとなっていく。こうし

て、大学での学びという社会参加活動にその学生が参加することを阻んでいる要因（社会的

障壁）を除去し、障害のある人が社会的に排除されない学びの環境を構築していくことが目

指されることとなる。 

ICT活用は、学生が障害により参加できない環境を具体的に調整するための、合理的配慮

の手段の一つとして用いられる。例えば、米国や欧州のいくつかの国や日本の障害学生支援

先進校では、以下の①～⑥のような支援は大学において一般的に行われることであり、その

中には ICTの利用許可も複数含まれていることがわかる。 

 

①試験の配慮：別室受験、試験時間延長の許可、代筆者・代読者の提供、音声読み上げ機

能の使用、音声入力、キーボード入力の許可 

②記録の代替：ノートテイカー（ノート作成の人的支援）の提供、録音、撮影、パソコン

利用によるノート作成の許可 

③教科書・教材へのアクセシビリティ：教科書・教材を代替フォーマット（点字、音声、

拡大、電子テキストファイル等）に変換したものの提供、字幕のないビデオ教材への字幕

追加 

④音声言語へのアクセシビリティ：手話通訳、文字通訳（パソコン要約筆記）の提供 

⑤建物とその機能へのアクセシビリティ：教室、寮、コンピュータ室、図書館、実験室等

の部屋と設備へのアクセス保障 

⑥その他の支援技術による自立サポート（1〜5を ICTにより支援）：コンピュータ利用を

可能にする代替入力装置（特殊キーボード、特殊マウス、スイッチなど）の貸与、拡大カ

メラ、タイマー、耳栓、ノイズキャンセリングヘッドフォン、読み支援目的のルーラー、
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蛍光ペンの使用許可、緊急避難用階段昇降器具の準備等 

 

特に米国では、これらの支援は、すべての大学に障害学生支援の専門部署があり、そこに

所属する職員を中心に合理的配慮のコーディネートが行われる。試験の内容や教員の信条・

態度・授業の目的によっては認められない配慮内容もある（キーボードやカメラ、録音など、

ICT の利用もまた授業上の何らかの理由により一旦拒否されることもある）。しかしそれで

障害のある学生が教育活動への参加から安易に排除されることがあってはならないため、

個別のケースで調整が必要となる。学生個人に向けた支援提供だけではなく、変更調整の合

意に関するコーディネートが重要な職務となっている。 

こうした配慮の一般的選択肢も、現在の日本の大学すべてで広く認知されていることと

は言えない状況がある。今後、障害のある学生が大学教育に参加する機会を保障するための

方法論として、教室や建物のアクセス整備といった面だけでなく、障害のある学生が試験や

授業参加を可能とする ICT を活用することについて、社会的な認知を作り上げていく必要

がある。 

 

６．パネルディスカッション 

 

１時間という制約の中で出来るだけ充実した議論をしたいと思い、参加者には入場時に

質問票を配布し、ディスカッション前に集めた。質問票は 32枚、60～70近い質問が集まっ

た。テーマを分類し、関心の高い質問を関連付けて取り上げたので、以下要点を紹介する。 

 

①米国の大学で、合理的配慮が欠如していると訴えられたケースはあるのか。 

ストッデン博士：米国ではADAのもとでは、教職員にも合理的配慮をしなければならない。

一例をあげると、障害のある教員がコンピュータのアップデートと必要なソフトのインス

トールを求めたが大学は購入を拒否した。彼女は公民権オフィスに持ち込んだので、そこで

調停がなされ、大学が費用を負担することで和解が成立した。大学が法廷の場で敗訴すれば、

大学に対する連邦政府からの助成金を失います。学生ローンや研究・教育の予算はそうした

助成金から出ているので、大学にとって大きな損失に繋がる。 

バーグスターラー博士：最近はアクセシビリティの欠如が問題となるケースが増えている。

公民権オフィスが調査に乗り込み、大学は改善すべきリストと是正案（Webサイトや学習管

理システム等の改善）を期限つきで提示することが求められた。 

 

②今後、日本の大学ではどうなるのか。 

近藤博士：国際的な障害者権利条約の枠組みのもとに障害者差別解消法があるので、最終的

には司法の調停や判決に委ねられる。現在、多くの大学にはハラスメント室があり、調停機

能があるので、そこを参考に大学内に調停機能を持つことが重要だろう。 
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③中等教育から高等教育への移行、就職の準備。 

ストッデン博士：米国では、初等中等教育では、特殊教育などが通常の学校の中で提供され

る。学齢が低いときは健常の子と一緒に学んだほうが良い成果がでるが、高学年になり、教

科の内容が難しくなると、ついていけない子がでてくるので特殊学級で学習することにな

る。10年生～12年生になってくると、すべての生徒は高等教育への準備が必要になってく

る。 

バーグスターラー博士：米国の大学では就職支援室で面接訓練、履歴書の書き方、コーチン

グ等を受ける。障害学生は合理的配慮を受けながらこうしたプログラムを受ける。自分の障

害について、どういうタイミングでどのように説明すべきか、などを学ぶ。発達障害、とく

に自閉症スペクトラムの場合は、通常の 10倍の訓練が必要である。夏休みのインターンシ

ップなどをきっかけに雇用につながるケースもある。 

 

④大学には障害のある教職員はどのくらいいるのか。 

クーパー氏：英国の場合、障害者は全人口の 12～15％なので、英国公開大学にも 10％はい

る。最近、学内に@enable というメーリングリストが作られ、障害のある教職員が 100名は

参加している。障害のあるスタッフや技術者の存在は、アクセシビリティ向上の推進力にな

る。 

 

⑤障害者支援の予算はどこから出ているのか。 

ストッデン博士：米国では私立も公立も大学の予算から支出される。連邦からの助成金は使

用できない。大学は合理的配慮の予算を支援室に与えるが、コンピュータ関連の支援技術で

あれば、コンピュータ部門の予算、Webサイトのアクセシビリティなどは、サイトの予算か

ら捻出すべきである。 

クーパー氏：英国では政府が障害のある学生に直接、助成金を交付している。当事者がニー

ズに合わせてノートテイカーや手話通訳者を依頼し、支払っている。しかし問題もある。障

害の種別や程度などによって交付の可否が決まるので、ニーズはあっても法的に適合しな

いと支援が得られないケースが出てくる。 

 

⑥米国や英国では発達障害への支援が増えている。日本では、発達障害の子どもは自分が何

で困っているのかわからない。親もどうしてよいかわからない。日本で彼らが高等教育機関

で学ぶためにはどうしたらよいのか。 

近藤博士：日本では、発達障害、ここでは自閉症スペクトラムを意味しているのだろうが、

当事者が高等教育でどのような支援が必要かを理解していない場合が多い。聴覚障害者も

情報保障について知らない。自分に必要な支援とは何かを知る必要がある。自閉症スペクト

ラムは暗黙の了解がわからないと言われているが、生育過程で、しっかり言語で伝達するこ

34 35



 
 

 
 

とを訓練すると、自分はこういう事がわかりにくいから、こう伝えてほしい、と言えるよう

になる。 

バーグスターラー博士：米国でも、小さい頃から自分のニーズを人に説明する訓練が必要

だ。とくに高校から大学に移行するにあたって、自己紹介、自分の障害について話すスキル

を育てる必要がある。そのためにも自分の障害を理解することは重要だ。 

近藤博士：大学で障害者用の寮に入るか入らないも自分で決める。学生たちが自分で選択し、

それを支援してくれる人やシステムがあることが大切だ。日本では、障害者が大学で学ぶこ

とや実習に行くことに疑問を持つ人もいるが、当事者がそういう人に対して建設的に説明

することができる力を育てることが重要だ。 

 

⑦LMS（学習管理システム）やMoodleのユニバーサルデザインはどうすれば良いのか。 

バーグスターラー博士：新しい LMSを探す場合、ワシントン大学ではアシスティブ・テク

ノロジーのコンサルタントが関わってくれる。Blackboard や eCollege など比較したが、

Canvas が一番良いということになった。それで州がこれを採用することになったが、ヴァ

ージョンアップした Canvasには以前装備していたアクセシビリティ機能がなくなっていた。

Canvas社の人も気づいてなかったので、我々と一緒に仕事を進めたいと言った。 

Canvasの利用者 100人くらいが集まりユーザ組織を作り、Canvas社にアクセシビリティの

改善を迫った。大学に対しても同じだ。アクセシビリティのないものを作っても法律違反に

はならないが、アクセシビリティに関する苦情が出たら、大学は精査して、改善しなくては

ならない。 

クーパー氏：英国公開大学では、Moodle のカスタムバージョンを使用している。５年前に

多額の投資をしてカスタマイズしたものを、開発をしているユーザ・コミュニティに提供し、

次のMoodleのバージョンには、それが搭載された。ディスカッションフォーラムは、スク

リーンリーダー使用者には使いにくい。今、それを簡単にスキャンして、何が書いてあるか

すぐに分かる仕組みを作ろうとしている。LMS の導入にあたっては、アクセシビリティに

関してよく調査する必要がある。 

近藤博士：アメリカの大学はアクセシビリティに対するポリシーが明確で、学内に専門家が

いる。だから外注するときに業者や技術者ときちんと対話ができる。日本では、そういう人

がおらず、業者に丸投げしてしまうのでニーズに合った製品やシステムを選択できない。 

柳沼教授：放送大学では、オンライン科目を始めるにあたり、どういう支援が必要なのか、

悩んでいる。英国では物理を TeXで数式表示をしているというが、まず TeXを学ぶ必要が

ある。オンライン学習のテストはどうすれば良いのか悩むところだ。 

 

⑧日本への提言 

ストッデン博士：障害をマイナスに捉えずに、違いと捉えることが大切である。障害があっ

ても、将来に希望を持つ権利がある。 
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バーグスターラー博士：米国ではエンジニアリングチームを作るときに、メンバーの多様性

を重視する。様々な文化や男女、障害もその一つであると考えることが大切だ。 

クーパー氏：日本が欧米に遅れていると言われているが、先達の経験を踏まえればすぐに追

いつく。 

近藤博士：日本では現在、法律が成立して、今後どういうルールを作るかという予期不安が

先行している。当事者はこれまで善意にすがっていたが、これからは変化する。電子データ

を前もって配布してもらうことも普通に依頼できるようになるだろう。  

 

最後に日本の障害者支援と ICT 活用の未来は、学内の既存の縦割り主義の考え方や行動

をやめて、当事者、教員、支援スタッフ、技術の専門家が問題を共有することによって問題

は解決されていくだろうとの合意でディスカッションを終えた。 

 

７．最後に 

2014 年の「世界に広がるオンライン教育の潮流」を受けて、今回のテーマ「障害のある

学生への支援－高等教育と ICT 活用－」の中でも、オンライン学習のアクセシビリティな

どが中心的議題となった。日本では、障害者差別解消法が 2016年から施行されることにな

り、障害者支援のシステムや内容について議論される機会は増えたものの、米国や英国の専

門家からの ICT 活用を含む議論にふれる機会は少ない。今回のシンポジウムに、多くの人

が集まり、最後まで熱い議論が続いたことに感謝したい。放送大学は全国で最もメディアを

活用した大学であり、一般の大学の２倍の障害のある学生が在籍している。Webサイトや教

材のアクセシビリティを向上させる努力が続いている。今後、放送大学にとってオンライン

学習はますます重要な位置を占めていくだろう。そのときに、設計の最初の段階からアクセ

シビリティを考え、多様な学びを支える環境を整備していくことが求められる。 

障害者支援システムを構築することは、少数の障害者のためだけではなく、幅広い年齢層、

留学生など多様な学生に学びやすい環境を作るために欠かせない事だという認識を新たに

した。 
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付記：配慮と情報保障に関して  

  

日英同時通訳：3名体制 

文字通訳：4名体制 文字通訳者作成の字幕を、サブスクリーンに投影 

手話通訳：3名体制 会場前方での手話通訳の実施 

 

モバイル情報保障：2名体制 文字通訳字幕を、モバイル端末にて Internet配信 

（会場内に Wi-Fi 環境提供）文字通訳者が要約筆記用ソフト IPtalk を用いて入力した字幕

を、要約筆記ツール ITBC2で受信し、聴講者のモバイル端末に配信した。 

 

配信用PCにネットワークカードを2枚装着し、片方を文字通訳用のセグメント(字幕受信)、

もう片方をモバイル配信用のセグメント(字幕送信)とすることで、文字通訳用のネットワー

クへの悪影響を避けた。 

反省点：多数の端末がWi-Fiアクセスポイントに接続を試みたことにより、一部の時間帯で

アクセスポイントに接続できないことがあった。 

また、IPtalkと ITBC2の接続が不安定で、すべての字幕を送信できず、それを回避するため

の操作が IPtalkへの字幕入力に影響を与えるという問題があった。 

 

その他 

前方座席指定、車椅子対応、盲導犬対応、拡大資料印刷 

資料の配布等(シンポジウム開催前にシンポジウムサイトにて事前配布を実施。開催後は、

一部資料を報告サイトにて公開) 
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The Open University of Japan s Support Systems for Disabled Students 
Learning from the experiences of “Nanohana no kai”, 

the voluntary support group for visually impaired students  
Yoko HIROSE 

The purpose of this paper is to examine the activities and significance of ‘Nanohana no kai’, a voluntary support group for the 
visually impaired at the Open University of Japan, in terms of utilization of ICT and support for students with disabilities. This 
discussion will lead the way in how we build a support system for students with diverse learning needs at the Open University of 
Japan.    

Utilization of ICT will significantly change university education worldwide. At the Open University of Japan, beyond the 
traditional media of television and radio broadcasting, the improvement of students' abilities to use computers, the enhancement of 
the e-Learning system, and digital learning materials have become pressing issues.  

Digital learning materials are to achieve flexible forms of learning. In particular, for the elderly, the disabled, and international 
students who have language problems, a media technology which presents languages in various ways will be useful to improve their 
learning skills. 

However, laws are required to ensure that students with disabilities are assisted. These already exist in North America, Australia, 
and the EU. Japanese universities may lag 20 years behind in disability services. As revealed in this paper, the Open University in 
Japan enrolls more than twice the number of disabled students than other universities in Japan. The increase in disability services at 
the Open University of Japan will not only support students at this university, but will also challenged students in other universities 
which share a credit-transfer system with the Open University of Japan. 
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いて、二宮副学長をチーフに発足した障がい者支援ワーキングチームのアドバイザー的役割も担っている。この論考

は杉山和子氏の協力なしには、書き得なかったものである。ここに杉山和子氏（以下、杉山）の活動に対して心から

の経緯と感謝の念を表すとともに、全国の点訳サークルの関係者の方々に心からの感謝を捧げたい。 

 
1.放送大学における障がい者の実態 

1.1.日本の高等教育機関における障がい者 
 

日本の高等教育において障がい者への門戸開放が本格的に開始されたのは、1970年代後半である。それから 40余

年、日本学生支援機構の調査1によれば、現在では全国の高等教育機関の 64.3%が障がい者を受け入れている。急激な

高齢化と、障がい者に対する世界的な人権意識の高まりが、日本社会のユニバーサルデザイン化に対する希求を高め、

政府や自治体も障がい者の教育に積極的に取り組むようになってきた。 

2011年度、全国の大学、短期大学及び高等専門学校に学ぶ障がい学生は 8,810人（全学生数に対する割合 0.27％）。

全国の高等教育機関 1,220校のうちの 627校、つまり 64.3％の機関に障がい者は在籍している。障がい学生の総数は

8,810人(前年度7,103人)で、障がい学生在籍率(＝障がい学生数÷学生数×100(％))は、0.27％(同0.22％)であった。 

 

障がい学生8,810人の障がい種別内訳は、以下の表１を参照して欲しい。 

 

図 1障がい学生の障がい種別内訳 

 

 
 

 
1.2. 放送大学に学ぶ障がい者 

放送大学には、2011年度5月1日現在、学部・修士課程合わせて、567名の障がいを有する学生が学んでいる。2 放

送大学における障がい学生の定義は、障がい者手帳の有無にかかわらず、「身体に障がいを有することにより修学上の

特別措置を希望する者」を指す。特別措置を望む者は、入学前に学習センターにおいて面談する必要があるが、大学

側は障がい者手帳、診断書等の提出は求めているものの、強制的なものではなく、それに関する規程はない。よって

多くの場合、学習センター所長の判断に任される事が多い。 

ちなみに、放送大学の障がい者の在籍率は、全体の 0.64%である。先の日本学生支援機構の調査では、日本の大学

に学ぶ障がい学生在籍率が 0.27%である。障がい者の定義が異なるので、単純な比較はできないが、放送大学には障

がいがあっても申告しない者、加齢等で視力や聴力に問題がある者、また入学後に障がいを持つことになった者も数

多くいる。全国でも最も障がい者が多い大学と言う事もできるだろう。 

 
 
 

                                                   
1 身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳及び療育手帳を有している学生または健康診断等において障がいが
あることが明らかになった学生。 
2 この数字は出願時に「身体に障がいを有することにより修学上の特別措置を希望する者」から抽出した。 
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表 1障がいを有する者の在学状況（学部） 
 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
表 2障がいを有する者の在学状況（修士課程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3.学習センターにおける障がい者への配慮 
 学習センターでは以上のような配慮を行っている。    

 

学生種類 合計 視覚 聴覚 肢体不自由 

・病弱 

その他 

合 計 522 126 11 288 97 

全科履修生 388 98 7 212 71 

選科履修生 87 19 4 47 17 

科目履修生 43 9 0 26 8 

特別聴講生 4 0 0 3 1 

学生種類 合計 視覚 聴覚 肢体不自由 

・病弱 

その他 

合 計 45 16 0 28 1 

修士全科生 9 4 0 4 1 

修士選科生 31 10 0 21 0 

修士科目生 5 2 0 3 0 

   
表 3面接授業及び単位認定試験等での特別措置 

    

特別措置例 備           考 

専用駐車場の用意   

車いすでの入室 歩行者補縄装具の装着 

介助者の入室   

パソコン・テープレコーダー等の持ち込み 希望座席の措置（コンセントの近く、左側の席） 

別室用意 病院での受験 

試験時間の延長 試験時間の延長 1.5倍 

ベットの上での受験 特製机の持参利用 

拡大鏡・拡大問題解答用紙 点眼薬の持参利用 

点字または音声出題 注意・口頭伝達事項の監督者による筆談 

試験監督員によるマークシートへの解答転記   

介助者による代筆解答 介助者による問題の対面朗読 

点字板等 点字タイプライター使用 
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2. 放送大学の視覚障がい者の現状 

2.1. 視覚障がい者の数 
 

ここで本論の中心となる放送大学の視覚障がい者に目を向けてみよう。2008~2011年までの 4年間では、平均122.4

名が在学し、障がい者全体の中で、25％を占めている。ちなみに肢体不自由は 275.4名で56％、聴覚障がい15.6名で

3％、その他 77名で15.7％である。2011年度現在、全国の高等教育機関には、669人の視覚障がい者が在籍している。

うち、放送大学には 142人（学部 126人、大学院 16人）が学んでおり、全体の 21％を占めている。放送大学は、筑

波技術大学等、障がい者に特化した大学以外では、日本で最も多くの視覚障がい者が学んでいる大学と言える。ちな

みに筑波技術大学は前身の筑波技術短大の頃より放送大学の単位互換校となっており、今でも多くの学生が放送大学

の授業を受講している。 

 

2.2. 学習におけるバリア：「いかに文字情報を読むか」  
 

放送大学に入学した視覚障がい者が、困難に感じているバリアには以下の事項が上げられる。 

① 大学からの情報（募集要項その他・ウェブ情報）、②学習センターのバリア（単位認定試験・面接授業・施設バリ
ア）、③放送授業教材（ＴＶ・ラジオ・インターネット配信）、④印刷教材、⑤その他（通信指導等）が上げられ

る。 

 

2.2.1. 大学からの情報 
 

大学からの情報は、募集要項・各種お知らせ、授業や試験の時間割や日程など数々あるが、ここでは、放送大学の

ウェブサイトについて検討したい。 

 

 放送大学ウェブサイトのアクセシビリティ3については以下のように記載されている。 

「・・・「アクセシブルなウェブサイト」を目指して、JIS X8341－3（「高齢者・障がい者等配慮設計指針－情報通

信における機器，ソフトウェア及びサービス－第3部：ウェブコンテンツ」）の指針を尊重した制作・運営を行って

います。尚、ページの中にはポリシーに対応していない部分もありますので、必要に応じて順次対応を図っていくよ

う努めます」「音声読み上げソフトを利用している方にも正しい情報が伝わるように、画像に対する代替情報の提供

や、ページの読み上げ順に対する配慮などを行っています」 

しかし、実際に読み上げソフトで読み上げてみると、学生にとって最も重要な情報である「授業科目と単位認定試

験の一覧」などは、表になって提示されているために、読み上げソフトは表の枠に阻まれ、情報伝達の機能に問題が

ある。 

 

2.2.2. 学習センターにおける配慮（単位認定試験・面接授業・施設面での配慮） 

●  試験の措置 

学習センターでは、点字受験、音声受験、第三者代理解答記入などの制度を講じている。 

一般的に視覚障がい者全体の中で、点字使用者の割合は 7％前後であり、ほとんどは生得的、あるいは学齢期に障

がいを持ち、盲学校等で教育を受けた者である。彼らの中にはパソコン操作技術は高く、健常者以上の能力を有して

いる者も少なくない。しかし、人生半ばで障がいをもった者の多くは点字を使用できず、音声中心に情報を得ている。 

 以下の表は、平成 20年から23年1学期までに、視覚障がい者が単位認定試験を音声または点字での出題を申請し

た数を示している。音声出題と、点字出題を要望する学生数では、点字が若干多いという点が見てとれる。 

 

 

 

 

                                                   
3 http://www.ouj.ac.jp/hp/abouthp/ 
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 81 118 81 129 75 112 73 121 6 6 8 8
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放送大学印刷教材点訳済みリスト一覧（大学院） 

               （平成 26年 7月 2日現在） 

 

家族心理学特論（’１４） 

教育心理学特論（’１２）                              

計算論（’１０） 

現代社会心理学特論（’１１）  

現代物理学の論理と方法（’１３） 

障害児・障害者心理学特論（’１３） 

食健康科学（’０９） 

数理科学の方法（’０９） 

精神医学特論（’１０）     

発達心理学特論（’１１） 

物質環境科学（’１４） 

臨床心理学研究法特論（’１２）  

臨床心理学特論（’１１） 

臨床心理学面接特論（’１３） 

臨床心理地域援助特論（’１１）  
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参考資料３ 放送大学研究年報 第 28号（2010）85-90頁より 

 

英国公開大学（The Open University）における 

障害者の学習支援システム 

広 瀬 洋 子1） 

The Support Systems for the Students with Disabilities 

in the Open University 

Yoko HIROSE 

要旨  

 

本稿は英国オープンユニヴァーシティ（OU）の障害者支援を二つテーマから構成される。

前半は、OUの建学の精神である「開かれた大学」の理念が、英国社会の障害者政策や高等

教育を取り巻く社会的変化の中で、どのように障害者支援において実現されてきたかにつ

いて議論する。後半は、急速な IT化の流れの中で、現在の OUの障害者支援がどのように

行われているのかを吟味する。 

設立当初、OUの教職員たちは聴覚障害者のために、小さな小屋の中で、テキストを朗読

し、テープは手作業で必要な学生の元に郵送されていた。こうした開学当初からの障害者支

援への志は、やがて急速な ICT の進展により、コンピュータやインターネットを駆使した

e-learning の普及と呼応して発展していった。非伝統型学生に学習機会を出来る限りの方法

で提供しようという志と、大学全体の ICT 活用の流れが出会い、今日の支援体制が確立さ

れた。インターネット配信を始め、急速に IT化を進めようとする放送大学にとって、OUの

経験から学ぶところが多いのではないだろうか。 

 

ABSTRACT 

In this paper, I would like to discuss the way in which the services for the students with disabilities 

had been developed in Open University U.K. 

   Firstly, I shall try to analyze the development of OU support systems for the students with 

disabilities in relation to other factors such as the historical background of British higher education in 

the latter part of the 20th century. 

Secondly, I shall focus on the OU present support systems accordance with the development of 

Information Technologies. 

 

はじめに 

1969年に認可を受け、1972年に開学した英国オープンユニヴァーシティ（OU）は、従来

の社会や教育体制の中で構造的に高等教育から疎外されてきた人たちに広く門戸を開放し

たことは周知の事実である。働きながら学びたい人達にハイスタンダードな高等教育の機
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いとされ、審査のうえ優先的な入学が保障されている」。ここでいう特殊学生とは、障害者

の他に、長期入院者、長期受刑者、軍属の兵士、船員を指し、OUが唯一大学教育を与え得

る人々を指している。 

 ペリーによれば、「1971年には入学保障の 25名以外に少なくとも 50名のかなりの重度身

障者が通常の入学許可を受けているようである。1972 年には 190 名に入学保障をしたが、

うち 65名は盲・聾・麻痺、81名がその他の身障者であった。・・・・1975年には身障者は

1,200人を超えた。全国改善研究センターの 1973年の調査では、英国では一般大学生中の身

障者は 554名にすぎず、いかに公開大学（OU）が身障者の大学教育にも役立っているかが

わかるのである」8 設立当初のサマースクールでは、書類上入学保障した障害者の他にも、

多くの重度障害者が通常の入学許可を受けていたことが判明した。その後 OU は入学希望

者に、障害を申告することを積極的に勧め、それによって学習支援が得られることをあらゆ

る機会で説明した。そして学習の補助機器の紹介や各種の機関と連携した障害者の学習支

援システム開発に本格的に乗り出したのである。 

 OU理事会は、障害者の高等教育に果たす役割と、議会や関係筋よりの要望の重大性を認

識し、1975年 4月に、次の 8項目を確認する声明書を発表した。その内容は以下のとおり

である。 

(1)  学則第 3条により身障者にも門戸を開く。 

(2)  身障者の入学には特別の考慮をする。 

(3)  身障者の取り扱いの各種の情報や助言を全教職員に常時流して啓蒙する。 

(4)  身障者の学生生活への参加を可能にする必要な措置を可能な限り実施する。 

(5)  全プログラムに身障者を差別せず、参加可能にするよう特別の準備をする。 

(6)  身障学生やその卒業生の就職にも関心を払い身障者一般の就業に留意する。 

(7)  国内外の他の身障者教育機関との連携の強化をはかる。 

(8)  政府や地方自治体、その他諸方面よりの経済的援助を得るよう努力する。 

その後、身障者の数は、1988年には 2,762名9、1997年には 5,500名、1999年には 6,000

名と増加し、最新のデータでは 2009年には 9,000名となっている10。  

 

1.2. 社会政策の中で 

 OUは開学以来今日まで上記の基本方針を貫いているが、戦後の英国の社会政策としての

障害者への社会的対応も段階的に整備されてきた。ここで、ＯＵの設立当時の英国の社会政

策としての障害者支援がどのように関連していたかを、当時の法令とその効果をとおして

考えてみたい。 

                                                   
8 ウォルター・ペリー(1979)、前提書、p196-197 
9 広瀬洋子(1990)、前提書 p.150 
10 http://www.open.ac.uk/disability/ (2010.11.10) 
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2. 英国の高等教育の変革と IT化の流れ 

前半ではＯＵ創立時の障害者支援のなりたちを紹介した。現在、創立から 40年を迎えて

いる。ここでこの間の英国の高等教育の変化と ITの導入の関係について考えてみたい。 

 

2.1. 英国高等教育の変革 

80年代には、サッチャー政権 は英国の長引く経済的停滞を立て直そうと教育予算の大幅

削減を実行した13。一方、大学入学志願者の数は増大の一途をたどっていた。これにより「市

場原理に基づく費用効率の高いやり方でのマス化・ユニバーサル化」が急激に始まった14。

92年には、30校あったポリテクニック・カレッジを大学に昇格させ大学の数を倍増させた。

1979年、約 80万人だった高等教育人口は 95年には 150万人を超え、若者の高等教育就学

率は 12%から、32%へ急上昇した。1997 年のデアリング報告15 は、「C&IT（コンピュータ

＆インフォメーションテクノロジー）の活用が、高等教育の質、柔軟性、有効性に多大に貢

献し、学習、教育、研究の方法に影響を与え、教育機関の効率的な運営にも有効である。集

中的な時間と頭脳と財源の投資が必要である」とし、「C&ITは高等教育の需要の増大、教育

的コストの削減される時代に教育の質の維持に貢献」する成功の鍵と強調している。 

1990年代中頃には、ジョイント・アカデミック・ネットワーク(JANET)と呼ばれるネット

ワークによって、英国の全高等教育機関と 90の生涯教育機関(Further Education)が高速回線

で結ばれ、情報とソフトウェアの供給、マーケティング、学習教育、研究支援、その他多種

多様な管理運営がなされるようになった。 

2.2. OUの IT戦略 

上述した国家を挙げての IT 推進政策に呼応して、OU 評議会は「生涯教育への新システ

ムと技術の統合」（Integrate New Systems & Technologies into Lifelong learning）という５カ年

計画を策定し、1994年にＡ4版 46頁に及ぶ OUの技術戦略( Technology Strategy for Academic 

Advantage) の大綱を打ち出した。この戦略の主要目標は、OU の教育、研究及び組織運営

                                                   
13 ヴィヴィアン・グリーン(1994)『イギリスの大学』、法政大学出版 
14 安原義仁(1999)「イギリスー教育評価を中心に」『高等教育研究紀要、No17: 高等教育
ユニバーサル化の衝撃』、（財）高等教育研究所、p.68  
15 Dearing Report(1997)『Higher Education in the Learning Society』The National 
Committee of Inquiry into Higher Education  
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